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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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●経常収支比率：若干類似団体､全国平均、沖縄県平均よりも良い結果となる。扶助費等で若干の増加傾向にあるものの、既発債の償
還終了と新規起債の抑制効果による公債費の抑制が図られた。今後も一般財源の減少が見込まれることから、給与の適正化を図る事は
もちろんのこと、その他の事務事業の見直しにより経常経費の見直しを図る。今後も物件費を抑制することはもちろん、公債費や経常経
費の削減に勤める。
●人件費：本村は、村立保育所を三所、また村立診療所、ごみ処理場を有しており、その部門で類似団体との職員数の比較増が生じてい
る。離島という状況下では民間事業者の参入は見込めず、今後は定員適正化計画に基づき人件費の抑制を図るとともに、行政サービス
の低下を招くことの無いよう事務の効率化を図る。
●物件費：維持補修、修繕事業は優先順位を精査し抑制に努める。
●扶助費：子ども手当ての拡充、村内人口高齢化等の影響や、離島地域であるが故の各種医療費等の助成事業を行っており、年々上昇
傾向にあり今後も増加することが予想されるため、資格審査等は厳密に行う。
●公債費：従前より行っていた新規起債の抑制、高率補助事業の導入による新規発行の抑制等により、償還額が削減された。今後は、
新規事業（特に村単独普通建設事業）の起債の抑制に努める。学校教育施設整備事業債の元金償還開始や農業基盤整備、国営地下ダ
ム関連工事に伴う負担金に係る起債を発行することが推測されることから、村の財政状況を考慮し、交付税算入率の高い起債メニューを
活用し財政の健全化を図る。
●補助費：本村は平成14年に合併しない旨の宣言をした折から、行財政改革に取り組み各種補助金について見直しを図り、各種団体補
助金の削減を行った。今後も各種団体の運営状況を勘案し補助額の検討をするほか、生活対策等で必要な助成制度等は検討し措置し
ていく。
●普通建設事業費：人口一人当たり決算額は類似団体を大幅に上回っているが、これは福祉施設・各種生活基盤・農業生産基盤整備事
業によるものである。これら事業においては、各種効率補助制度を活用し事業を行っている為、起債を抑制し行っている。今後も事業計画
等を精査し事業を行う。
●その他：本村は公営企業会計が2種類（水道・船舶運航）あるがいずれも独立採算で運営しており、普通会計からの繰出は行っていない
為、全国・県を比較してもよい結果となっているが、国保会計の財政状態は悪く、繰出金に依存している状況である。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 964,486 196,273 129,925 51.1
賃金（物件費） 156,630 31,874 11,774 170.7
一部事務組合負担金（補助費等） 7,674 1,562 21,007 ▲ 92.6
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 3,013 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 22,658 4,611 5,691 ▲ 19.0
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 6,048 1,231 3,464 ▲ 64.5
▲退職金 ▲ 124,657 ▲ 25,368 ▲ 14,584 73.9
合計 1,032,839 210,183 160,291 31.1

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 21.37 14.33 7.04
ラスパイレス指数 88.8 94.7 ▲ 5.9

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

340,621 69,316 113,693 ▲ 39.0

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 559 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 - - 22,461 -
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

1,257 256 6,991 ▲ 96.3

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 3,827 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 40 -

▲特定財源の額 - - ▲ 5,008 -
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 221,633 ▲ 45,102 ▲ 89,570 ▲ 49.6

合計 120,245 24,470 52,994 ▲ 53.8

※実質公債費比率については1月31日現在の数値
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,222,358 234,888 ▲ 12.6 121,414 ▲ 31.2 18.6

うち単独分 279,261 53,663 ▲ 37.6 58,925 ▲ 36.8 ▲ 0.8

1,577,204 309,134 31.6 124,895 2.9 28.7

うち単独分 499,582 97,919 82.5 61,345 4.1 78.4

1,173,988 234,469 ▲ 24.2 110,324 ▲ 11.7 ▲ 12.5

うち単独分 425,831 85,047 ▲ 13.1 55,684 ▲ 9.2 ▲ 3.9

1,483,850 300,679 28.2 114,677 3.9 24.3

うち単独分 512,077 103,764 22.0 55,912 0.4 21.6

2,139,448 435,378 44.8 174,443 52.1 ▲ 7.3

うち単独分 251,722 51,225 ▲ 50.6 89,518 60.1 ▲ 110.7

過去５年間平均 1,519,370 302,910 13.6 129,151 3.2 10.4

うち単独分 393,695 78,324 0.6 64,277 3.7 ▲ 3.1
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